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東海発電所「クリアランス制度」対象物に係る 

放射能濃度の確認証の受領について 

 

 

当社は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に基づき、平成

２０年３月２６日、放射能濃度の確認申請（第２回目）を行いました東海発電所の「ク

リアランス制度」＊１対象物（金属）約２９１トンについて、本日、経済産業大臣から放

射能濃度の測定及び評価結果＊２に係る確認証を受領しましたので、お知らせします。 

今回確認を受けた金属についても、資源として有効活用するため、再生加工します。 

 

 

＊１：原子力発電所の廃止措置や運転・保修に伴って、発生する廃材の中には、放射能濃度が極めて

低く、人の健康への影響が無視でき、「放射性物質として扱う必要がないもの」と法令上定められ

ているものも含まれている。これらを測定・評価し、基準値以下であることを確認したものをリサイ

クルしたり、処分することができる制度を「クリアランス制度」と呼ぶ。 

 
＊２：東海発電所の廃止措置工事で発生する撤去物のうち「クリアランス制度」対象物（それら対象物

のうち金属の一部（約 2,000 トン））に係る放射能濃度の測定及び評価方法について、制度導入後、

初めて平成 18 年 6 月 2 日に経済産業大臣宛に認可申請を行い、平成 18 年 9 月 8 日に認可を受

けた。平成 20 年 3 月 26 日の確認申請は、この測定及び評価方法に基づくもの。第１回の確認申

請は平成 19 年 4 月 27 日に行い、確認証を平成 19 年 5 月 31 日に受領し、確認を受けた金属に

ついて、資源として有効活用するため、再生加工を進めている。 

 

                                以 上 

 

 

添付資料：東海発電所において用いた資材等に含まれる放射性物質の放射能濃度についての確認証

の受領と再生加工 
 

参考資料：東海発電所における「クリアランス制度」対象物の取扱いについて 

 

 

 

 

 



添付資料 

 

東海発電所において用いた資材等に含まれる放射性物質の 

放射能濃度についての確認証の受領と再生加工 
 

東海発電所は、平成 10 年 3 月に営業運転を停止し、平成 13 年 12 月より廃止措置に

着手して以降、現在まで計画どおり廃止措置工事を進めている。 

「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の改正（平成17年12月施

行）により、クリアランス制度が制定され、「放射性物質として扱う必要がないもの」の取扱

方法が定められた。 

平成 18 年 6 月 2 日、東海発電所の廃止措置工事で発生する撤去物の一部（金属約

2,000トン）について放射能濃度の測定及び評価方法に係る認可申請を経済産業大臣宛に

行い、平成 18 年 9 月 8 日、認可を受けた。 

この認可された方法に従い測定及び評価を完了した約 291 トンの金属について、平成

20 年 3 月 26 日、放射能濃度についての確認申請（第２回目）を経済産業大臣宛に行い、

本日、本申請に対する確認証を受領した。 

なお、平成 19 年 4 月 27 日に約 107 トンの金属について第１回目の確認申請を行い、

平成 19 年 5 月 31 日に確認証を受領し、確認を受けた金属について、資源として有効活用

するため、再生加工を進めている。 

今回確認を受けた金属についても、資源として有効活用するため、再生加工する。 

 

１． 放射能濃度についての確認申請概要 

（１） 放射能濃度確認対象物が生じる施設の名称及び所在地 

名 称 東海発電所 

所在地 茨城県那珂郡東海村白方 1 番の 1 

 

（２）確認申請対象となった「クリアランス制度」対象物 

確認申請の対象は、東海発電所の廃止措置工事で発生する撤去物のうち、原

子炉建屋から発生する金属の一部であり、その量は、炭素鋼 約２９１トンで

ある。 

 

（３）測定・評価結果 

確認申請対象となった「クリアランス制度」対象物は、全て省令＊１第 2条で

規定される放射能濃度に係る基準を満たしていることを確認した。 
＊1 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 61 条の 2 第 4 項に規定す

る製錬事業者等における工場等において用いた資材その他の物に含まれる放射性物

質の放射能濃度についての確認等に関する規則 

 

２． 再生加工の概要 

（１）鋳 造 品 （用途）・応接テーブル、ベンチ、ブロック 

・原子力関連施設の遮へい体 

 

（２）電炉製造品 （用途）・原子力関連施設の建設工事で使用する鉄筋 

 

 

以 上 



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
東海発電所 「クリアランス制度」に係る主な手続き 

［凡例］ 
 :低レベル放射性廃棄物 

 :「クリアランス制度」対象物 

 :放射性廃棄物でない廃棄物 

東海発電所 廃止措置全体工程及び廃棄物発生量 

今回確認申請を行った対象物の金属は、溶融等を行い、鋳造品や鉄筋等に加工し、当社及び原子力関係機関、

原子力関連施設建設工事、理解活動を目的としたデモンストレーション用製品等で活用する予定 

注）このほか、運転中に発生した廃棄物の一部（現在発電所内に保管）がある。 

東海発電所 「クリアランス制度」対象物の当面の再利用方針 

東海発電所における「クリアランス制度」対象物の取扱いについて 

１

《廃棄物の発生量》 

排気筒 
ガスダクト(一部) 

タービン建屋 

原子炉建屋 

燃料取替機

生体遮へい体（一部）

燃料取扱建屋 

燃料取扱建屋領域機器(一部)

原子炉圧力容器 
使用済燃料冷却池建屋 

熱交換器（一部）

タービン・発電機 

参考資料 



 

 
 
 
 

東海発電所における対象物の取扱い手順

東海発電所「クリアランス制度」対象物再利用（鋳造品） 

 

測定方法 専用容器に収納して測定 

専用容器外寸（m）

測定容量 

測定重量 

 1.3 (W)×1.3 (L)×1 (H) 

 1.5ｍ３以内 

 1 トン以内 

測定時間  約 12 分 

 

ゲートモニタによる構外搬出時のチェック

測定後は分別管理されたエリアに保管「クリアランス制度」対象物測定装置 

２

使用エリア

遮へい体 
 

ブロック 
（構内利用） 

1000×500×200ｍｍ 
 約７００kg 

230×110×55ｍｍ
 約１０kg 

ベンチ（背有り） 

応接テーブル 

 

ベンチ（背なし） 


